
■ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

管理事業 教育総務事業 所管部局 学校教育部

1
所管
室課

教育総務室 事業名 教育総務事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和３年度

施策コード 421 施策 学校教育の充実

172,802
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 99.9 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

さんくす事務室管理、小学校管理運営、中学校管理運営

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

【さんくす会議室の確保による拡充】
・令和３年度からはさんくす３番館５階会議室を会議場所として確保したため、様々な会議を
効率的に実施することができた。

【その他】
・校務員の高齢化への対応、学校間の校務員業務の技術水準の確保及び平準化を図るため、
小・中学校校務員業務等委託を令和２年６月から開始した。
令和２年度…４校　　令和３年度…４校

決算額　(千円) 146,716

事業概要

学務課システム管理

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

・学事及び就学援助費等支給に関するシステムの保守
・税制改正に係る学務課システムの改修 決算額　(千円) 1,320

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

さんくす３番館への教育委員会事務局の移転に伴
い、平成29年度からさんくす事務室管理の事業を開
始している。
令和２年度から小・中学校校務員業務等委託を拡充
している。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

今後も引き続き、教
育環境の充実に努め
る。

2
所管
室課

学務課 事業名 教育総務事業

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

・システム間の連携をはじめ、住基システム、校務
支援システム等の他システムとのスムーズな連携・
接続のためのシステムの再構築が喫緊の課題であ
る。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

学校教育の業務を円
滑に進めるために必
要な事業である。

3
所管
室課

教育未来創生室 事業名 教育総務事業

3,617
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 100.0 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

　学校規模等検討事業については、今後、吹田市学
校規模適正化基本方針に基づき進める必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

今後も引き続き、教
育環境の充実に努め
る。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

4,522
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 100.0 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

教育ビジョン策定（本年度該当なし）、学校規模等検討

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

（１）教育ビジョン策定事業
　教育ビジョン（教育振興基本計画）の策定を行う。
　本年度該当なし。

（２）学校規模等検討事業
　吹田市立学校規模等検討委員会を設置し、学校規模等に係る基本的な考え方及び課題に対す
る具体的な方策についての諮問及び調査審議を行い、令和３年７月に答申を受けた。その後、
令和３年11月に吹田市学校規模適正化基本方針を策定した。

決算額　(千円) 202
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□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

施策コード 421 施策 学校教育の充実

管理事業 教育総務事業 所管部局 学校教育部

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和３年度

※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 100.0 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

教職員出退勤管理

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

平成31年１月からオンラインタイムレコーダーを利用した出退勤管理システムが稼働。
現在、退職者等も含めて54校分2,638名分の出退勤情報を管理している。
令和５年１月のシステム更新に向けて、教職員人事情報・出退勤管理システム構築・運用保守
事業者の選定を実施した。

決算額　(千円) 2,335 2,335

4
所管
室課

教職員課 事業名 教育総務事業

事業概要

事業概要

教育センター管理

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

教育センター管理事業
教育センターの施設設備を維持管理した。 決算額　(千円) 8,241

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

現行では、府費負担教職員の人事記録及び校務員、
給食調理員等の市費負担職員の出退勤、休暇取得等
は、教育委員会事務局及び学校の双方で、紙の帳票
により管理している。しかし、事務局と学校の間で
の書類のやり取りや確認作業等の事務処理が負担と
なっている。今般、システムの更新に合わせて、上
記の課題に対処して事務を効率化することにより、
教職員の働き方改革に資するよう再構築を進めてい
る。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

システムを再構築
し、教職員の人事情
報等も併せて管理し
ていく。

5
所管
室課

教育センター 事業名 教育センター管理事業

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

経年による施設・設備の老朽化の進行に課題を有し
ており、市民がより一層安心・安全に利用できる施
設として、施設全体を管理する男女共同参画セン
ターと連携を図りながら整備面において検討を要す
る。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

今後も引き続き、学
校教育向上のために
事業を継続してい
く。

6
所管
室課

教育センター 事業名 北部消防庁舎等複合施設建設事業（教育センター）

8,675
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） 100.0 100.0 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

令和５年度完成予定の北部消防庁舎等複合施設への
移転に伴い、各部署と連携を図りながら建設を行
う。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

今後も引き続き、施
設完成のために事業
を継続していく。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

188,200
※課題があるものは■

一般財源の比率（％） - 41.6 □
市民ニーズ、
社会的役割

事業概要

北部消防庁舎等複合施設建設事建設

活動実績 年度 R2 R3
評価の視点

北部消防庁舎等複合施設建設事建設
阪急南千里駅西側の第13駐車場跡地に北消防署、中消防庁舎、南千里庁舎及び教育センター等
の各機能を集約した北部消防庁舎等複合施設建設を工事施工した。

決算額　(千円) -
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